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関 係 法 令 等 凡 例 

 

本文ページ右側の余白部分に記載する関係法令等の名称について、次の略称で表記する。 
 

     正  式  名  称 
 

略  称 
 
教育基本法 

 
基本法 

 
教育公務員特例法 

 
教特法 

 
地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

 
地教行法 

 
教育職員免許法 

 
免許法 

 
地方自治法 

 
地自法 

 
地方公務員法 

 
地公法 

 
市町村立学校職員給与負担法 

 
給与負担法 

 
労働基準法 

 
労基法 

 
公職選挙法 

 
公選法 

 
女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保
に関する法律 

 
産休法 

 
地方公務員の育児休業等に関する法律 

 
育休法 

 
地方公務員災害補償法 

 
災害補償法 

 
山梨県学校職員の勤務時間等に関する条例 

 
勤務時間等条例 

 
山梨県学校職員の勤務時間等に関する規則 

 
勤務時間等規則 

 
山梨県学校職員給与条例 

 
学校職員給与条例 

 
山梨県義務教育諸学校等の教育職員の給与等に
関する特別措置に関する条例 

 
措置条例 

 
山梨県職員の育児休業等に関する条例 

 
育休条例 

 
山梨県職員の育児休業等に関する規則 

 
育休規則 

 
山梨県立学校職員の勤務成績の評定に関する規
則 

 
県立学校勤評規則 

 
山梨県市町村立学校職員の勤務成績の評定に関
する規則 

 
市町村立学校勤評規
則 

 
山梨県立学校職員及び山梨県市町村立学校職員
の勤務評定実施要領 

 
勤評実施要領 

 

（参 考）関係法令等検索のためのホームページ 

    ◆ e-Gov 法令検索（旧法令データ提供システム）（総務省） 

       https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0100/ 

    ◆ 国会に提出した法律案・成立した法律（文部科学省） 

            http://www.mext.go.jp/b_menu/houan/main.htm 

    ◆  山梨県例規集 

            http://www.pref.yamanashi.jp/somu/shigaku/reiki/reiki_menu.html 



義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関す
る臨時措置法

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関す
る法律・公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に
関する法律

義務教育諸学校の教科用図書の無償に関する法律・義務
教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律・教科
書の発行に関する臨時措置法

学校保健安全法・学校給食法・独立行政法人日本ス
ポーツ振興センター法

就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国
の援助に関する法律・特別支援学校への就学奨励に関
する法律・独立行政法人日本学生支援機構法

放送大学学園法

私立学校法 私立学校振興助成法・日本私立学校振興・共済事業団法

学校図書館法・理科教育振興法・産業教育振興法・高等
学校の定時制教育及び通信教育振興法・へき地教育振
興法

文部科学省設置法 国立大学法人法・学校施設の確保に関する政令

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

市町村立学校職員給与負担法 義務教育費国庫負担法

・義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律・公立学
校施設災害復旧費国庫負担法

教育公務員特例法
・公立の学校の事務職員の休職の特例に関する法律・女子
教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律・
地方公務員の育児休業等に関する法律

教育職員免許法 教育職員免許法施行令

・学校教育の水準の維持向上のための義務教育諸学校の教育職員の人材確保
に関する特別措置法・一般職の職員の給与に関する法律
・公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法
・農業、 水産、 工業又は商船に係る産業教育に従事する公立の高等学校の教
員及び実習助手に対する産業教育手当の支給に関する法律

生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律

社会教育法 ・図書館法 ・博物館法 ・スポーツ振興法

著作権法 ・文化財保護法 ・宗教法人法

学校教育法

日本国憲法

教育基本法

地方自治法

地方財政法

国家公務員法
地方公務員法
労働基準法
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○法規間における解釈上の相違を解決するための諸原理 

 

ア 法規の所管事項の原理 

法規相互間の矛盾抵触の発生を防止するために、憲法以下の各法規に、それぞれの所管事項（受

持ちの分野)を定めて、お互いの所管事項を守り、他の法規の所管事項に立ち入らないようにしよう

とするものである。したがって、ある法規が明らかにその法規の所管事項に属さない事項を定めて

いれば、その規定は効力がないものと解すべきである。例えば、県立学校の管理運営に関して長が

規則を定めても、長の権限外の事項であり、無効である。 

 

イ 法規の形式的効力の原理 

わが国の法規の体系は、憲法を頂点に、法律→政令→省令→条例という一つの段階的構造を形成

している。各法規相互の間でその内容に矛盾抵触が生じた場合は、上位の法規が下位の法規に優先

するというものである。例えば国の法規は、地方公共団体の法規に優先するので、条例は法律や命

令に反してはならない。（憲法第 94 条、地方自治法第 14 条第１項） 

 

ウ 後法優先の原理 

同じ形式的効力をもつ法規の内容が相互に矛盾抵触する場合は、そのうち時間的に後から作られ

た法規の方が優先するというものである。例えば地方公務員法第２条の「地方公務員に関する従前

の法令・・・の規定がこの法律の規定に抵触する場合には、この法律の規定が優先する。」とい規

定は、この原理を述べたものである。 

 

エ 特別法優先の原理 

ある事項について一般的に規定した法規（一般法）がある場合に、同じ事項について、そのうち

の特定の場合に限って、又は特定の人若しくは地域に限って適用される別の法規（特別法）がある

とき、その法規の成立の時の前後に関係なく、特別法の方が優先して適用されるというものである。 

例えば教育公務員特例法（昭和 24 年制定）は地方公務員法（昭和 25 年制定）の前に制定され、

「後法優先の原理」に従えば、地方公務員法が優先するはずであるが、教育公務員特例法が、教育

公務員だけに適用される特別法なので、教育公務員については、教育公務員特例法が優先して適用

され、そこで規定されていない事項についてのみ地方公務員法が適用される。 

 


